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平成23年度　北上市の財政状況

平 成 24 年 12 月

北 上 市

（普通会計解説版）

新地方公会計制度による財務書類

（総務省方式改定モデルに基づく財務４表）

貸 借 対 照 表

行 政 コ ス ト 計 算 書

純 資 産 変 動 計 算 書

資 金 収 支 計 算 書



[資産の部]
１　公共資産

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 83,956,571 84,554,518

②教育 46,086,359 41,025,820

③福祉 931,571 1,320,506

④環境衛生 1,600,821 1,378,572

⑤産業振興 9,180,623 11,031,524

⑥消防 941,161 799,565

⑦総務 10,099,754 8,007,092

有形固定資産計 152,796,860 148,117,597

(2) 売却可能資産 6,446,826 6,462,660

公共資産合計 159,243,686 154,580,257

２　投資等

(1) 投資及び出資金

①投資及び出資金 8,380,615 7,928,598

②投資損失引当金 0 0

投資及び出資金計 8,380,615 7,928,598

(2) 貸付金 1,285,794 1,350,670

(3) 基金等

①退職手当目的基金 0 0

②その他特定目的基金 1,103,727 893,762

③土地開発基金 620,000 620,000

④その他定額運用基金 27,600 27,600

⑤退職手当組合積立金 23,584 24,173

基金等計 1,774,911 1,565,535

(4) 長期延滞債権 964,314 1,364,230

(5) 回収不能見込額 △ 287,482 △ 920,740

投資等合計 12,118,152 11,288,293

３　流動資産

(1) 現金預金

①財政調整基金 894,085 871,700

②減債基金 3,587,447 3,099,966

③歳計現金 1,561,890 1,129,309

現金預金計 6,043,422 5,100,975

(2) 未収金

①地方税 192,259 220,775

②その他 21,364 26,736

③回収不能見込額 △ 5,070 △ 11,490

未収金計 208,553 236,021

流動資産合計 6,251,975 5,336,996

資　　産　　合　　計 177,613,813 171,205,546

Ｈ23：有形固定資産のうち、土地は60,083,661千円（+8,272,173千円（単価見直し等による増））です。また、有形固定資産の減価償却累計額は12
Ｈ22：有形固定資産のうち、土地は51,811,488千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は121,367,628千円です。

[用語解説等]
■資産の部
１　公共資産：地方公共団体が行政サービスを提供するために保有している「有形固定資産」と、近い将来の売却が可能であると判断した資産であ
　　　　　　る「売却可能資産」から構成されます。

２　投資等　：債権や株式の取得に要した額、出捐（えん）金の額である「投資及び出資金」と、金銭消費貸借契約などに基づく債権である「貸付
　　　　　　金」、地方公共団体が条例の定めによって、特定の目的のために設けた「基金等」などから構成されます。

３　流動資産：「現金預金」や、貸借対照表基準日の翌日から起算して１年以内に現金として回収される見込債権である「未収金」から構成されま
　　　　　　す。

普　通　会 計 貸
（平成24年3月

借　　　　　　　　　　方

Ｈ23（当年度） Ｈ22（前年度）

47億円の増
【主な理由】

非償却資産（土地）の

一部単価見直しによる増

+82億円

新たな資産

+10億円

減価償却による減

ア. 地方公営企業に対

する出資額 +5億円

ウ. 保留床処分収入滞納繰越分の不納欠損

△4億円

8億円 の増
【主な理由】

ア～エによる

エ.Ｈ23は個別評価

による回収不能額

皆減 +6億円

オ.前年度決算剰余金+5億円

カ.歳入歳出差引額+4億円

9億円の増
【主な理由】

オ、カによる

64億円の増
【主な理由】

有形固定資産の増+82億円

【参考】

公共資産のうち償却資産の再調達価格 2,183億

会計年度末の財政状況を総合的に表す財務書類であり、借方（左）と貸方（右）に

分かれており、借方に「資産」、貸方に「負債」と「純資産」が計上されます。

イ. 県震災津波復興基金

+2億円（地域振興基金）
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（単位：千円）

[負債の部]
１　固定負債

(1) 地方債 42,708,868 44,493,676

(2) 長期未払金

①物件の購入等

②債務保証又は損失補償

③その他

長期未払金計 0 0

(3) 退職手当引当金 4,723,595 5,163,764

(4) 損失補償等引当金 105,000

固定負債合計 47,432,463 49,762,440

２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,454,010 4,510,401

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0 0

(3) 未払金 0 0

(4) 翌年度支払予定退職手当 0 0

(5) 賞与引当金 225,725 229,232

流動負債合計 4,679,735 4,739,633

負　　債　　合　　計 52,112,198 54,502,073

[純資産の部]
１　公共資産等整備国県補助金等 18,116,614 18,564,718

２　公共資産等整備一般財源等 65,865,169 63,934,197

３　その他一般財源等 △ 22,582,984 △ 23,407,833

４　資産評価差額 64,102,816 57,612,391

純　 資　 産　 合　 計 125,501,615 116,703,473

負 債 ・ 純 資 産 合 計 177,613,813 171,205,546

25,569,872千円（+4,202,244千円）です。

■負債の部
 １　固定負債：金銭債務である「地方債」や、契約等により確定している債務のうち、支払が完了していない金額である「長期延滞債権」、

　　　　　　年度末に全職員が退職した場合の退職手当見込額を計上する「退職手当引当金」、第三セクター等に対する損失補償債務の
付 　　　　　　うち、将来損失補償発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることが可能な金額である「損失補償等引当金」など

　　　　　　から構成されます。
 ２　流動負債：負債のうち、その支払期限が１年内に到来するものから構成されます。

■純資産
１　公共資産等整備国県補助金：資産を構成する財源のうち国や県からの補助金
２　公共資産等整備一般財源等：資産を構成する財源のうち地方税や税金など
３　その他の一般財源：純資産のうち、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」及び「資産評価差額」以外のもの
４　資産評価差額　資産を時価評価した際の評価差額分

0 0

0 0

0 0

借　対　照　表　
31日現在）

貸　　　　　　　　　　方

Ｈ23（当年度） Ｈ22（前年度）

キ.新規発行

+25億円

ク.起債償還

△43億円

ケ.職員の年齢

構成の変化によ

る減△4億円

コ.黒沢尻西部土

地区画整理組合

に対する損失補

償減△1億円

23億円の減
【主な理由】

キ～コによる

24億円の減
【主な理由】

固定負債の減

4億円の減
減価償却による減 △７億円

19億円の増
減価償却による減 △21億円

地方債財源償還等による財源増

分 +32億円 8億円の増
（主な理由）

純経常行政コスト△283億円

（Ｈ22年度は△368億円）

一般財源等（交付税等）

293億円

黒沢尻西部土地区画整理組合

解散に係る損失補償 1億円

臨時損益（災害復旧事業費分）

△7億円

65億円の増
非償却資産（土地）の一部単価

見直しによる増 +82億円

償却資産の資産評価差額に対す

る減価償却分△17億円

88億円の増
・非償却資産（土地）の一部単

価見直しによる資産評価差額

の増

+82億円

・純資産比率71％
（前年度比+3％）
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自　平成23年４月
至　平成24年３月

　【経常行政コスト】

性質　　　　　　　　　　目的 総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全 教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会

（１）人件費 4,315,910 14.6% 302,402 1,014,180 876,485 302,911 407,079 49,870 1,065,246 297,737

（２）退職手当引当金繰入等 264,978 0.9% 19,335 61,460 59,872 19,611 26,153 1,747 73,465 3,336

１ （３）賞与引当金繰入額 225,725 0.8% 14,533 53,039 45,838 15,841 20,968 2,608 57,328 15,571

小　　計 4,806,613 16.2% 336,269 1,128,678 982,195 338,363 454,200 54,225 1,196,038 316,644

（１）物件費 5,545,569 18.7% 345,476 1,618,762 464,522 1,313,832 840,588 44,399 908,876 8,825

（２）維持補修費 558,831 1.9% 427,697 42,549 2,644 62,448 13,050 1,203 9,240 0

（３）減価償却費 4,481,258 15.1% 2,321,845 1,370,450 24,533 64,149 532,498 48,180 119,603

小　　計 10,585,658 35.7% 3,095,018 3,031,761 491,699 1,440,429 1,386,136 93,782 1,037,719 8,825

（１）社会保障給付 5,726,757 19.3% 39,291 5,681,735 5,731

（２）補助金等 2,904,815 9.8% 152,834 352,787 250,424 346,100 421,251 1,173,694 201,641 6,084

３ （３）他会計等への支出額 4,492,424 15.1% 1,213,684 0 2,148,555 19,194 1,110,991 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

533,526 1.8% 0 6,102 232,568 29,917 183,039 0 81,900

小　　計 13,657,522 46.1% 1,366,518 398,180 8,313,282 400,942 1,715,281 1,173,694 283,541 6,084

（１）支払利息 763,548 2.6%

（２）回収不能見込計上額 △ 158,242 -0.5%

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 605,306 2.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

29,655,099 4,797,805 4,558,619 9,787,176 2,179,734 3,555,617 1,321,701 2,517,298 331,553

（　構　成　比　率　） 16.2% 15.4% 33.0% 7.4% 12.0% 4.5% 8.5% 1.1%

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 984,031 102,052 61,761 182,709 442,390 17,282 0 57,167 0

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 340,363 3,430 275 259,921 29,929 3,158 0 1,300 0

1,324,394 105,482 62,036 442,630 472,319 20,440 0 58,467 0

ｄ／ａ 4.47% 2.2% 1.4% 4.5% 21.7% 0.6% 0.0% 2.3% 0.0%

28,330,705 4,692,323 4,496,583 9,344,546 1,707,415 3,535,177 1,321,701 2,458,831 331,553

△ 8,438,569 0 △ 219,196 211,550 468,915 184,042 734,973 50,491 354,360 88,143

【参考：前年度（平成22年度）】

38,029,953 5,026,557 4,337,908 9,288,837 1,969,477 2,824,667 1,271,243 2,159,293 243,410

1,260,679 115,038 52,875 413,206 446,104 24,463 33 54,822 0

36,769,274 4,911,519 4,285,033 8,875,631 1,523,373 2,800,204 1,271,210 2,104,471 243,410

[用語解説等]
　■人にかかるコスト

１（1）人件費：職員に対する給料や手当てなど
１（2）退職手当引当金繰入等：職員が将来退職する際に必要となる額のうち、当期に新たに認識された額
１（3）賞与引当金繰入額：職員の翌年度支給予定の手当のうち当期の負担額である額

　■物にかかるコスト
２（1）物件費：委託料や備品購入費、消耗品費など
２（2）維持補修費：施設の維持や修繕にかかる費用
２（3）減価償却費：当期に償却資産の価値が減少したと認められる額

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト

普通会計行政

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ａ － ｄ

対 前 年 比

経 常 行 政 コ ス ト

経 常 収 益 合 計

１年間の行政サービス費用

△84億円（対前年比）

１年間の行政サービス受益者が直接負担した額 +0.6億円

行政コストに対する割合 +1.16ポイント増（対前年比）

税や地方交付税、国県補助金などによってまかなわれるべきコスト

である純経常行政コストを算出するための財務書類です。
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１日
31日

（単位：千円）

支 払 利 息
回収不能

見込計上額 その他 総　　額 （構成比率） 総　　額 （構成比率）

0 4,286,344 11.3% 29,566 3.3%

0 △ 329,935 -0.9% 594,913 1.8%

0 229,232 0.6% △ 3,507 0.2%

0 4,185,641 11.0% 620,972 5.2%

289 5,109,542 13.4% 436,027 5.3%

540,151 1.4% 18,680 0.5%

4,348,698 11.4% 132,560 3.7%

289 9,998,391 26.3% 587,267 9.4%

5,372,787 14.1% 353,970 5.2%

0 3,001,852 7.9% △ 97,037 1.9%

0 4,058,345 10.7% 434,079 4.5%

0 506,353 1.3% 27,173 0.5%

0 12,939,337 34.0% 718,185 12.0%

763,548 661,058 1.7% 102,490 0.8%

△ 158,242 652,489 1.7% △ 810,731 -2.2%

0 9,593,037 25.2% △ 9,593,037 -25.2%

763,548 △ 158,242 0 10,906,584 28.7% △ 10,301,278 -26.6%

763,548 △ 158,242 289 38,029,953 △ 8,374,854 0

2.6% -0.5% 0.0% 0 0

一般財源
振替額

0 0 120,670 962,860 21,171

0 0 42,350 297,819 42,544

0 0 163,020 1,260,679 63,715

0.0% 0.0% 3.31% 1.15%

763,548 △ 158,242 289 △ 163,020 36,769,274 △ 8,438,569

102,490 △ 810,731 △ 9,594,725 △ 8,882

661,058 652,489 9,595,014

0 0 154,138

661,058 652,489 9,595,014 △ 154,138

　■移転支出的なコスト
３（1）社会保障給付：生活保護や介護給付費などの給付、各種扶助にかかる費用
３（2）補助金等：各種団体に対して交付した補助金等
３（3）他会計等への支出額：普通会計から公営企業会計などの他会計に支出した繰出金など
３（4）他団体への公共資産整備補助金等：公共資産の整備のために他団体に交付した費用

　■その他のコスト
　 　４(1)支払利息：地方債の利子償還額など
　 　４(2)回収不能見込計上額：地方公共団体が保有する税や貸付金などの債権のうち、将来の回収が見込まれなくなった金額、または
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　回収できないことが確定した金額

コスト計算書

Ｈ22（前年度） 比較（Ｈ23-Ｈ22）

【人にかかるコストの

増加要因】
職員構成の変動に伴う引当金繰入と

退職組合負担金の合計額の増加によ

るもの（詳しくは下図1参照）

【図１】

【物にかかるコストの

増加要因】
委託料（緊急雇用創出事業等）など

の増加によるもの

【移転支出的なコストの

増加要因】
他会計への繰出金（工業団地特別会

計+4.6億円増等）などの増加によるも

の

【その他のコストの増加要因】
Ｈ22年度は土地開発公社に対する債

務保証の履行に伴う費用96億円が臨

時的に発生

（総務省方式改定モデルにおいて経

常行政コスト欄に計上するルールで

あるもの。）

当年度退職
手当引当金

当年度退職手当
組合積立金

前年度退職
手当引当金

前年度退職手当
組合積立金

当年度
退職手当

組合負担金

退職手当引当金
繰入等

Ｈ23 （ 4,723,595 - 23,584 ） - （ 5,163,764 - 24,173 ） + 704,558 ＝ 264,978 ←コストとして計上

Ｈ22 （ 5,163,764 - 24,173 ） - （ 6,194,573 - 23,874 ） + 701,173 ＝ △ 329,935 ←マイナスでありコスト発生せず

差 594,913
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 116,703,473 18,564,718 63,934,197 △ 23,407,833 57,612,391

純経常行政コスト △ 28,330,705 △ 28,330,705

一般財源

地方税 12,421,617 12,421,617

地方交付税 7,854,160 7,854,160

その他行政コスト充当財源 2,372,057 2,372,057

補助金等受入 6,958,969 283,724 6,675,245

臨時損益

災害復旧事業費 △ 697,924 △ 697,924

公共資産除売却損益 △ 80,054 △ 80,054

投資損失 △ 5,000 △ 5,000

損失補償等引当金繰入等 105,000 105,000

調査判明資産の前期までの減価償却額

科目振替

公共資産整備への財源投入 102,360 △ 102,360

公共資産処分による財源増 △ 27,036 △ 59,249 105,504 △ 19,219

貸付金・出資金等への財源投入 1,493,357 △ 1,493,357

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 676,211 676,211

減価償却による財源増 △ 704,792 △ 2,086,088 4,481,258 △ 1,690,378

地方債償還等に伴う財源振替 3,156,803 △ 3,156,803

資産評価替えによる変動額 8,200,022 8,200,022

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高 125,501,615 18,116,614 65,865,169 △ 22,582,984 64,102,816

■期首純資産残高：会計期間の初日の純資産の残高
■期末純資産残高：会計期間の末日の純資産の残高
■公共資産等整備国県補助金等：貸借対照表の「資産の部」の公共資産などの財源のうち、国庫支出金、都道府県支出金の現在高
■公共資産等整備一般財源等：貸借対照表の「資産の部」の公共資産などの財源のうち、国庫支出金、都道府県支出金、地方債、

　　　　　　　　　　　　未払金以外の現在高
■その他一般財源等：純資産のうち、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」及び「資産評価差額」以外

　　　　　　　　のもの
■資産評価差額：公共資産など貸借対照表に計上された額と取得価額との差額
　　　　　　　　具体的には、公共資産などを時価評価した場合、棚卸しによって再調達価額を設定した場合、無償で資産を取得
　　　　　　　　した場合に発生した場合の評価差額など

普通会計純資産変動計算書
自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

和賀有線テレ

ビ純資産減に

伴う投資損失黒沢尻西部土

地区画整理組

合解散に伴う増

⑥

⑦

⑧

4億円の

減少
（主な理由）

①国県補助金受入

3億円

②減価償却

△7億円

19億円の

増加
（主な理由）

③貸付金・出資金

等 8億円

④減価償却

△21億円

⑤起債償還による

負債減に伴う財源

増32億円

8億円の

増加
（主な理由）

⑥税等で賄った通

常の行政コスト

△283億円

⑦一般財源（地方

税等）や国庫補助

金等293億円

⑧災害復旧費等の

臨時損失△7億円

65億円の

増加
（主な理由）

⑨非償却資産（土

地）の一部単価見

直しによる資産評

価差額82億円

88億円の

増加

①

②

③

④

⑤

⑨

１年間において、貸借対照表の純資産の

部に計上されている各項目がどのように変

動したかを表す財務書類です。
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１　経常的収支の部

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

２　公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

３　投資・財務的収支の部

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

①

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は4,000,000千円です。

③

　収入総額

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

Ｈ23（当年度） H22（前年度）

5,545,569

5,726,757

2,887,865

763,548

2,700,433

1,256,755

普通会計資金収支計算書
自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

5,249,701

Ｈ23（当年度）

Ｈ23（当年度）

Ｈ23（当年度）

396,659

1,870,000

52,752

1,932,230

32,225,215

8,094,587

24,130,628

12,373,074

7,854,160

6,507,673

900,866

337,801

516,900

28,260

63,472

1,059,928

△ 1,154,157

1,141,340

533,526

539,219

2,214,085

451,296

0

7,422,904

0

639,238

100,000

4,200

0

574,650

888,878

0

1,727,077

4,232,299

※１ 一時借入金に関する情報

資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

支払利息のうち、一時借入金利子は241千円です。

25,450

146,167

915,055

△ 6,507,849

0

432,581

12,575,260

661,058

2,675,112

552,503

32,175,322

12,395,053

603,892

3,540,979

（単位：千円）

H22（前年度）

5,229,060

5,109,542

5,372,787

※２ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

34,200,198

2,391,100

100,000

33,767,617

4,995,606

1,129,309

1,561,890

1,462

2,086,914

40,465,438

8,290,116

1,784,963

7,172,593

5,680,167

879,454

295,509

291,836

11,662,450

H22（前年度）

12,462

1,353,206

△ 938,110

0

535,280

506,353

0

2,291,316

741,444

599,300

0

H22（前年度）

1,462

586,424

54,785

0

189,093

92,220

1,881,120

0

1,809,351

3,793,668

0

8,019,419

△ 5,807,075

42,742,628

12,261,750

1,462

42,486,057

4,454,039

1,745,527

923,984

△ 7,095,435

0

256,571

872,738

1,129,309

災害復旧費+7億円

土地開発公社借入金補償金 △95億円

震災復興特別交付税+6億円

県支出金+5億円

第三セクター等改革推進債 △95億円

35億円の黒字

企業会計の資金収支計算書の分析手法に

よると、以下に示す状態の場合が、一般的

に安定的な財政状況であるといわれていま

す。

（ は用語解説等 は当市の数値）

経常的収支額

＋（プラス）

公共資産整備収支額

－（マイナス）

投資・財務的収支額

－（マイナス）

当年度歳計現金増減額

＋（プラス）

以上により、当期の資金収支の状況

は概ね良好であったと認められます。

+81億円

－12億円

－65億円

+4億円

１年間の資金の流れを、性質の異なる３つの

活動に分けて表示した財務書類です。

日常的な行政活動によって発生し、かつ資

産の形成を伴わない支出及び収入を計上

公共資産の整備に使われた支出と、公共資

産の整備に特定された収入を計上

投資・出資、貸付、基金積立及び地方債の

償還などの投資・財務的な活動に使われた

支出と、投資・財務的な活動に特定された

収入を計上

工団+4.5億円

農集排+0.8億円

制度見直しに係る交付税増額による基

金積み増しに伴う減 △10億円

Ｈ18さくら債借換え分の増 +0.5億円

災害援護資金貸付に係る起債
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